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モビリティ×エネルギービジネスとは
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モビリティ×エネルギービジネスの全体像

モビリティ×エネルギービジネスとは、自家消費・BCP・系統安定化に資するエネルギーマネジ
メントやインフラ提供・運用サービスをBEVをリソースとしながら提供するビジネスを指す

自家消費

昼間に太陽光で充電

して、夜間に家/店舗

の電源として使用

夜間充電電力を電

力料金の高い時間帯

に家/店舗で使用

家庭で太陽光や系統

から充電した電力を

勤務先に提供

緊急時に、非常用電

源として家・集合住宅

に電力を供給

DR *1向けの充電量

増減よる出力抑制回

避、インバランス回避

系統への放電による

電力販売、電力調達

BCP用途 系統安定化

エネルギー
マネジメント

インフラ提供・
運用

エネルギー
リソース
（BEV）

充電ネットワーク フリートサービス 車両販売 ・・・

HOUSE BUILDING GRID

V2H/V2B V1G V2G

*1 デマンドレスポンス＝電力使用量を制御することで、電力需給バランスを調整するための仕組みのことを指す
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日本における蓄電池活用ビジネス関連市場のタイムライン

日本においては、市場整備が徐々に進みつつあり、2026年にはEVバッテリー等の低圧リソー

スを活用した関連市場がフルオープンとなる見込み

関連

市場

容量

市場

需給

調整

市場

発効段階

2023 

追加オークション

2024

容量契約発効

準備段階

三次取引開始

2021.4 

三次②

2024

三次①

2024

一次二次

調達開始

一次・二次取引開始

低圧リソース参入可否

逆潮流アグリゲーション

活用不可
2026年度以降低圧リソースの

需給調整市場参加開始

電源Ⅰ´参入 2024年度以降容量市場（発動指令電源）開始、需給調整市場参入開始

出所：電力需給調整力取引所、「需給調整市場の概要・商品要件」（2024年4月1日）

2021 2025 2030
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モビリティプレイヤーによるエネルギービジネスへの

参画時のポイント
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モビリティ×エネルギービジネスへの取り組み要諦

既存ビジネスと異なり、事業の位置づけの明確化、柔軟なパートナリング、新たな競合との
データによる差別化が重要となる

自社のエネルギービジネスの位置づけの明確化

既存ビジネスとのシナジーは前提とした上で、エネルギー関連ビジ
ネスでどこまでの収益の獲得を目指すかを明確化

1

政府・電力系プレイヤーとのWin-Winな関係の構築

ビジネスの実現に向けてはエネルギーインフラ連携が必須になる
ため、各プレイヤーとの協議、コンフリクト調整が必須

2

自動車メーカーおよびBEVならではの強み活用

ポジションを同一にする競合自動車メーカー、異業種プレイヤー

との差別化のため、自動車メーカー特有のデータやリソースの可
動性を活用したビジネスを検討

3
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モビリティ×エネルギービジネスのマチュリティモデル

車両への機能付与が第一歩で、以降は車両ビジネスへのシナジーを中心に考えるか、

エネルギービジネスを収益の柱として捉えるかで、ビジネスの方向性が変わる

LEVEL2

エネルギー機器・システム販売

・リソースマネジメント

自社のBEVユーザーがモビリティ×エネ
ルギー機能を活用して金銭的メリッ

トを得られるようなプラットフォームを

整え、新車販売時のアピールポイン
トにする

LEVEL3

自社のエネルギービジネ
ス収益の拡大

自社のBEVユーザーのリソース
を活用し、需給調整を主体
的に行い、売電収益を得る

LEVEL1

BEVへのモビリティ×エネルギー機能
付与

自社のBEVが他社のエコシステム内でモビ
リティ×エネルギー車両として使えるような
仕様を具備するよう、開発を進める

7
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各取り組みレベルの特徴

LEVEL1は自動車メーカーとして最低限取り組むべき領域だが、LEVEL2以降をどこまで取り

組むかは、エネルギービジネスを事業の柱とするかによりスタンスが異なる

エネルギービジネス収益の拡大エネルギー機器・システム販売

・リソースマネジメントBEVへの機能付与（V2L）

LEVEL1 LEVEL2 LEVEL3

1

事業領域

顧客メリット

主要

収益源

✓ （BEV開発・車両販売）

✓ 外出先での電化製品使用

✓ 災害時電源活用（BCP）

✓ モビリティ×エネルギー分の車両売価

✓ インフラ提供・メンテナンス

✓ V2H/V2B

✓ 自家消費最大化

✓ 売電収入獲得

✓ バッテリー残価保証（LTV最大化）

✓ 機器販売・サービス収入

✓ 新車販売台数増加による収益増

✓ V1G/V2G

✓ （LEVEL2メリットの増大）

✓ 電力売買仲介手数料

✓ BEV向け充電料金

OEMとしての
スタンス

モビリティ×エネルギーに最低限対応し、

今まで通り車両の魅力で勝負

顧客メリットをあくまで重視し、
モビリティ×エネルギーはその手段

エネルギービジネスを
もう一つの収益の柱に
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各取り組みレベルで必要となるケイパビリティ

一方、取り組みLEVELが上がるほど必要な機能も電力事業者に近づくため、

適切なプレイヤーとのアライアンスやM&Aによる機能の獲得が必須

必
要
な
ケ
イ
パ
ビ
リ
テ
ィ

✓ （完成車開発）

◼ 制御可能なリソースの発掘力（1～5MW

必要）

➢ 顧客への交渉力（リソースの制御

権）

◼ 信頼性の高い遠隔制御技術

➢ 信頼性の高い遠隔制御システム等の

構築

◼ 需要家への訴求力

➢ 優れた性能を有する多様なリソースの

開発

➢ 顧客のニーズに合わせた適切なリソース

の選択、提案

◼ 需給管理能力

➢ エネルギー需給の見える化（センシング

等含む）

➢ 各種特性を踏まえたデータの分析力・

予測力

➢ 上記の分析・予測に基づく最適制御

◼ 電力供給先となる顧客基盤および

供給体制の構築
➢ 大口需要家、発電事業者、RA *1

等とのパートナーシップ

➢ 多様なパートナーと連携可能なシス

テムの構築

◼ 電力市場に対する知見・運用力

➢ 規制環境への対応

➢ 電力市場の予測・リスク管理を踏ま

えた最適運用

自動車

電力

2

エネルギービジネス収益の拡大エネルギー機器・システム販売

・リソースマネジメントBEVへの機能付与（V2L）

LEVEL1 LEVEL2 LEVEL3

*1 リソースアグリゲーター＝複数の小規模なエネルギーリソースを集約して管理し、それを一つの大規模なエネルギーリソースとして電力市場や電力会社に提供する役割を持つ事業者
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次世代の分散型電力システムに関する検討スケジュール

自動車の低圧リソース市場参入に向けては、機器点計量および市場の仕組みづくりを、

資源エネルギー庁にて検討中2026年には市場が開放される想定

2

出所：資源エネルギー庁、「次世代の分散型電力システムに関する検討会 中間とりまとめ」（2023年3月14日）
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主要競合プレイヤー

各レベル別に違いはあれど、競合・協業候補となるプレイヤーが数多く存在する

競合自動車メーカー 通信事業者 商社

機器・システムメーカー

自社

EMS・アグリゲーター

充電機メーカー 新電力 大手電力会社

3
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自動車メーカーのデータを活かしたモビリティ×エネルギービジネス例

内製領域に関しては、自動車メーカーしか持ちえないバッテリーの詳細な健康状態や使用履

歴・行動パターン、充電履歴を活用したビジネスを展開し、差別化すべき

リソースの

“可動性”

自動車メーカーの強み

バッテリーSOH

+ドライバー

行動履歴

全充電履歴

の追跡

ビジネス案（例）

企業・商業施設の

ピークカット

地域カーボンニュートラルへの

貢献

バッテリー残価と売電収入の

両立によるLTV最大化

モビリティ×エネルギービジネス類型

V2H

V2B

V1G

V2G

3



© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

モビリティ×エネルギービジネスに関する

デロイト トーマツ グループのサービス

13
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当領域における当社の支援サービス内容

当社デジタルアセット等を活用し、次世代のモビリティ×エネルギービジネスに向けてクライアント

の検討段階や各種ニーズにあわせた支援が可能

デロイト トーマツ グループのケイパビリティ
従来の強み

×

デジタルアセット

TechHarbor

スタートアップ企業とベンチャーキャピタル投資の発展をモニタリ

ングすることで、革新的なテクノロジーのトレンドを特定する

多様な専門性をもつ

プロフェッショナル人材

デロイトの

グローバルネットワーク

変革に向けた

実行力・実装力

市場調査 戦略策定 ビジネスモデル構築
パートナー提携・

M&A検討
実装 運用

モビリティ×エネルギーのビジネス領域に係る市場・各種プ

レイヤーの調査から、クライアントの戦略検討により、ビジ

ネスの方向性決定をご支援をします

モビリティ×エネルギービジネス

具体的なビジネスモデルの構築により勝ち筋を見出し、

外部パートナー選定およびM&A含めた具体的な体制

構築までご支援します

ビジネスの実装に必要なアクションを共にし、商用化

フェーズにおいても伴走。運用断面でもPMO対応を含め

ご支援します

ビジネスパートナーとして一貫した伴走支援

個
別
ニ
ー
ズ
に

沿
っ
た
ご
支
援

14
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